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２ 申請の時期
 建設工事の資格 令和５年１月27日から令
和５年２月17日までの間に、郵送により申請
すること（申請書類の受付は、令和５年２月
17日の消印のあるものまでとする。）。
 測量・建設コンサルタント等の資格 に
同じ。
 申請者が令和５年２月18日以降の時期に申
請（随時申請）を希望する場合はこの限りで
はないが、令和５年度当初の入札に間に合わ
ない場合がある。

３ 申請の方法等
 申請書の入手方法 当省所定の「一般競争
（指名競争）参加資格審査申請書」（以下「申
請書」という。）は、次のホームページアドレ
スへのアクセスにより取得するものとする。
https://www.soumu.go.jp/menu_sinsei/
cyoutatsu/88284.html

 申請書の提出方法
 建設工事の資格申請 競争参加資格申請
は、の申請書等の関係書類を、総務省大
臣官房会計課契約第２係（住所：〒100
8926 東京都千代田区霞が関２１２）
に対して郵送で提出すること（書留郵便又
は特定記録郵便とする。）。
 測量・建設コンサルタント等の資格申請
に同じ。

 申請書及び添付書類等
 建設工事に係るもの
一 申請書
二 添付書類
イ 営業所一覧表
ロ 工事経歴書
ハ 建設共同企業体協定書の写し（建設
共同企業体として申請する者に限る。）
ニ 建設業法施行規則（昭和24年建設省
令第14号。）第21条の４に規定する総合
評定値通知書の写し。
ただし、雇用保険、健康保険及び厚
生年金保険の加入状況がいずれも「加
入」又は「適用除外」となっているも
のに限る。ただし、当該通知書におい
て雇用保険、健康保険又は厚生年金保
険の加入状況が「未加入」であった後

に、当該未加入の保険について「加入」
又は「適用除外」となったものは、そ
れぞれ当該事実を証する書類を併せて
提出するものとする。
「当該事実を証する書類」とは、次
に示すいずれかの書類とする。
・「健康保険・厚生年金保険」領収証
書の写し
・「健康保険・厚生年金保険」社会保
険料納入証明書の写し
・「健康保険・厚生年金保険」資格取
得確認及び標準報酬決定通知書の写
し
・「雇用保険」領収済通知書の写し及
び労働保険概算・確定保険料申告書
の写し
・「雇用保険」雇用保険被保険者資格
取得等通知書（事業主通知用）の写
し
・適用除外誓約書
なお、共同企業体の場合は、各構成
員の総合評定値通知書等の写しを、官
公需適格組合で総合点数の算定等の特
例扱いを希望する場合は、組合及び審
査対象者の総合評定値通知書等の写し
をそれぞれ提出する。
ホ 納税証明書（直前１年間における法
人税又は所得税、消費税及び地方消費
税の納入状況についての税務官署が発
行する証明書（個人にあっては、国税
通則法施行規則（昭和37年大蔵省令第
28号。以下「国税規則」という。）によ
る別紙第９号書式その３又はその３の
２、法人にあっては、その３又はその
３の３）。発行日は提出日から３ヶ月
前までのものであること。）

 測量・建設コンサルタント等に係るもの
一 申請書
二 添付書類
イ 測量等実績調書
ロ 技術者経歴書
ハ 営業所一覧表
ニ 登記事項証明書又はその写し（法人
の場合に限る。）

ホ 登録証明書等
ヘ 財務諸表類（直前１年間の事業年度
分に係る貸借対照表、損益計算書及び
利益金処分（損失処理）計算書（個人
の場合にあっては、これらに類する書
類。）
ト 納税証明書（直前１年間における法
人税又は所得税、消費税及び地方消費
税の納入状況についての税務官署が発
行する証明書。（個人にあっては、国税
規則による別紙第９号書式その３又は
その３の２、法人にあっては、その３
又はその３の３）。発行日は提出日か
ら３ヶ月前までのものであること。）  に該当する者を入札代理人として使用す

る者
 建設業法（昭和24年法律第100号）第３条
の規定による許可及び同法第27条の23の規定
による経営事項審査を受けていない者
 測量を希望する者で測量法（昭和24年法律
第188号）第55条に規定する登録又は土地家
屋調査士法（昭和25年法律第228号）第８条
に規定する登録を受けていない者
 測量・建設コンサルタント等を希望する者
で営業に関し法律上資格を必要とするものに
ついては、当該資格を有しない者
 競争参加資格申請書若しくは添付書類又は
資格審査申請用データ中の重要な事項につい
て虚偽の記載をし、または重要な事実につい
て記載しなかった者

５ 競争参加者の資格及びその審査
 建設工事契約についての資格、資格審査事
項及び等級の決定方法
 資格 予定価格の金額に応じ、当省が定
めた建設工事の工種ごとに、別記１の及
びにおけるそれぞれののとおり区分し
て定める。
 資格の審査事項 の資格についての審
査は、次に掲げる事項について行う。
一 年間平均完成工事高
二 経営規模
イ 自己資本額
ロ 職員の数（建設業に従事する職員の
数）

 その他
 に掲げる諸証明書については、複写機
等による写しをもって代えることができ
る。
 に掲げる添付書類のうち添付すること
が著しく困難であると認められる書類があ
る場合には、当該書類の記載の事実を確認
できる他の書類をもって代えることができ
る。
 申請書類は、日本語で記載するものとす
る。また、添付書類のうち外国語で記載さ
れているものについては、日本語の訳文を
添付する。
 申請書類の金額表示が外国貨幣額の場合
は、出納官吏事務規程（昭和22年大蔵省令
第95号）第16条に規定する外国貨幣換算率
により邦貨に換算して得た額を記載する。

４ 競争に参加することができない者
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）第70条の規定に該当する者。なお、未成
年者、被保佐人又は被補助人であって、契約
締結のために必要な同意を得ている者は、同
条中、特別の理由がある場合に該当する。
 次の各号のいずれかに該当すると認められ
る者で、その事実があった後２年を経過して
いない者
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正な行為をした者

 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な
価格を害し若しくは不正の利益を受けるた
めに連合した者
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げた者
 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げた者
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
た者
 契約の履行に当たり、からまでの規
定に該当する事実があった後２年を経過し
ない者を代理人、支配人その他の使用人と
して使用した者
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